
平成29年度厚生労イコJ省老人保健健康増進等事業
生活支援コーディネーター・協議体の効果的な活動のための研修プログラムの開発に関する調査研究事業

生活支援体制整備事業の推進に向けた

市町村支援強化研修会

～地域の特性を踏まえた事業展開をどう支援するか～

日 日寺 2018年 2月 フ日 (水)10100～ 16:30

建築会館ホール

対 象  ・都道府県の生活支援体制整備事業の担当者、関連部署の
担当者

・都道府県と連携して生活支援体制事業の推進に関わつている
方 (中間支援組織の担当者、市町村職員、生活支援コーディ
ネーター、学識経験者等 )

主 催  株式会社日本総合研究所

会 場
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<本日のプログラム>

時間 ぬ容

10:00～ 10:05
(5分 )

開
△

11:50～ 13:10
(80分 )

体憩

10:05～ 11:50
(105分 )

第一部 レクチヤー及び実践例紹介

o生活支援体制整備事業の推進にあたつて都道府県・連携先
に期待される役害」

日本大学 文理学部社会福祉学科 教授

(本調査研究事業 研究会 委員長)

言取訪 徹 氏

●生活支援体制整備事業について

厚生労働省 老健局 振興課

●都道府県と連携先による取り組み事例

群馬県

社会福祉法人群馬県社会福祉協議会

埼玉県

社会福祉法人埼玉県社会福祉協議会

新潟県

公益財団法人さわやか福祉財団

支え合いのしくみづくリアドバイザー
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<本日のプログラム (続き)>

14:25～ 14:35
(10分 )

休憩・会場設営

14i35～ 16:00
(85究))

第三部 情報交換会

16:00～ 16:05
(5分 )

閉会挨拶

16:05～ 16:30
(25分 )

フリータイム (16:30までにご近勢所下さい)

時間 内容

13:10～ 14:25
(75分 )

第二書「 パネルデイスカッション
～地域の特性を踏まえた事業展開をどう支援するか～

<パネリスト>
埼玉県 福祉部 地域包括ケア課 課長  金子 直史 氏
公益財団法人さわやか福祉財団 理事長  清水 肇子 氏
日本大学 文理学部社会福祉学科 教授   諏訪 徹 氏
松戸市 ネ冨社長寿部 介護制度改革課 言果長 中沢 豊 氏
倉敷市 第 1層生活支援コーディネーター、
社会福祉法人倉敷市社会福祉協議会   松岡 武司 氏
高崎市 第 1層生活支援コーディネーター 目崎 智恵子 氏

<オブザーパー>
厚生労働省 老健局 振興課

<進 行 >

株式会社日本総合研究所 シエアスペシャリスト 齊木 大
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生活支援コーディネーター・協議体の効果的な活動のための

研修プログラムの開発に関する調査研究事業

研究会 委員名簿

(五十音順・敬称略、Oは委員長)

特定非営利活動法人全国]ミュニティライフサポートセンター 理事長

埼玉県 福祉部 地域包括ケア課 課長

公益財団法人さわやか福祉財団 理事長

日本大学 文理学部社会福祉学科 教授

松戸市 福祉長寿部 介護制度改革課 言果長

同志社大学 社会学部 准教授

社会福祉法人全国社会福祉協議会 地域福祉部 冨嵯F長

倉致市 第 1層生活支援]―ディネーター

高崎市 第 1層生活支援コーディネーター

(オブザーバー) 厚生労働省 老健局 振興課

(事務局)   株式会社日本総合研究所 倉」発戦略センター

池田 昌弘

金子 直史

清水 肇子

○ 諏訪 徹

中沢 豊

永田 祐

平井 庸元

松岡 武司

目崎 智恵子
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生活支援体制整備事業の推進にあたって
都道府県・連携先に期待される役割

2018.2.7生活支援体制整備事業 市町村支援強化研修会
日本大学文理学部  諏訪 徹

生活支援体制整備事業の課題
o厚労省は期限を設定―事業の進捗が遅い
O平 成38年度内には、第呵層、第2層 の全圏域において、生活支援コーディネーターの配置と協議体の設置を行うこと。
※ 介護保険計画の第7期においては、地域の課題や資源の把握等を進めて、これを市町村と共有し、第8期の策定を行う際

には、取組の成果を踏まえて、計画に盛り込む必要があるサービスを計画上で明確化すること。

o事業の目的・意義・範囲が十分理解されていない。
総合事業の受け皿づくり? 高齢者だけが対象 ?
o行政職員にとって苦手な事業 ?
・範囲が広 く不明確。介護・福祉を超えてしまう。
・金と法令で事業者を誘導するのではなく、危機感や
志で住民や民間団体と一緒につくる仕事
。地域ごとに解が異なる。複数の解・アプローチがあ
りうる。時間の推移とともに解が変わっていく。

◇ 市町村に行政と住民・民間団体が組んだ推進体制 (コ
アチーム)が未確立。

2
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生活支援体制整備事業の守備箱囲
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生活支援体制整備事業の成果
★output

鬱高齢者の「社会活動の場・資源」「生活支援 (助け合
い)の活動・サービス」が豊かになる

鬱活動・資源・サービスの情報が住民にいきわたっている

o実際に住民が参加、利用するようになっている

★outcome

機客観的な指標

社会参加・社会的孤立・健康等の指標の改善/認知症
の早期発見・受診の促進/孤独死の予防や早期発見/
要介護認定率 (年齢階級ごと)が低下する
鬱主観的な指標

居宅 (地域)で住み続けられるかもしれないと思う住
民が増える/支援活動をしている住民が楽になる/包
括職員・ケアマネが楽になる/行政職員が楽になる

6
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事業推進における都道府県・連携先の役割

・ 目標…各市町村に事業推進のコアチームがつく
られ地域性に応じて推進されていること
行政と民間の協働体制+庁内連携体制
o自分が行つていない事業について都道府県職員
が市町村に助言することは難しいが、矢日見があ
る人につなぐことはできるはず。そのために

>各地の進捗、よい実践を把握しているか
>ア ドバイザーグループを組織化できているか
>ア ドバイザーグループ、関係部局と協働して市
町村支援事業を企画 。推進しているか
o特定のモデルの押し付けはだめ。地域の文脈・進
捗に応じた方法を市町村が検討・選択・創意工夫
できることが大切

7

都道府県における事業推進の全体r象

都道府県

都道府県における

事業推進チームづくり

者麟 県 (イ子政)と
アドプヾイザーグループの協働

+
庁内連携

市町村支援にかかる基本的な取り組み

1,市 町村の進捗支援 (現状把握、助言、情報提供等)
都道府県が市町村 (行政)に対して、事業の進抄状況や課題を把握し、課題
解決に向けた助言やI青報提供を行う

2.人 材の育成 師丹修、情報交換会、視察等)
生活支援コーディネーター、市町村職員、専FB職等の多様な主体が、生活支援体

制整備lヒかかるノウ八ウを学ぶオ幾会た提供する

3.専門的な知見・財政面のパツクラ砂プ (アドバィザー派遣、相談
窓園、補助制度等)
多様な主体による国々の実践に対して、専門家の知見の提供や、資金画のパック
アップをイ子う

4.普及啓発。参画促進 0辞長言志等の発行、セミナー等)
多様な主体に対して、生活支援体制整備への関心を高め、支え合いへの参画を

促夕情報・機会を提供する

8

市町村における

事業推進チームづくり

市町村 (行政)と

民間の協働
+
庁内連携

市町村



生活支援体制整備事業について

平成30年 2月 7日 (水 )′

厚生労働省老健局振興課

地域包括ケアンステムの構築について

○ 国塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・形防・住ましヽ・生活支援が包括的に確保される
体制 (地域包括ケアシステム)の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで75歳以上人口が急増する大都市部、75歳以上人日の増力□は緩やかだが人口tま減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

O地 域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地城の
特性に応して作り上げていくことが必要。

いつまて`も元気に暮らすために

生活支援・

病気になつたら… 地域包括ケアシステムの姿
医

護

・自宅

競 :

幽

玉 _茸 イ` 乾 行
し

入院

菊島
′́  ぺ争

等

宇

ヽ
g

4

こ

′

F

i

!

I

ヽ

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね30
分以内に必要なサービスが提供される日

常生活圏域 (具体的には中学校区)を単
位として想定
中・~■

.T'…

1
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新しい地域支援事業の全体像

ヤ
‐
―

<改正前>

1介護給付 (要介譲i～ 5)

1予防給付
(要支援と～2)

吟

<改正後>

介護給付穣介護工5エ

予防給付 (要
=援
i～ 2)

］
］
麟
翔
鵬
蜘
郷
羽
郷
肌

齢］酬］帥堀

寛:,

郵
全■鳴

多

(ヒ

→

成】【財源構

39%

介駆予防事業
又は介躍予筋・日常生活宝据総合事嘉
O二次予防事業
O一次予防事業

弁護予防 。日驚生活支援総合事業
(要支援と～2、 それ以外の者)

0介護ラ防`生活支援サービス事業
1訪閥型サ=ビス
・通所墾サ■ビえ

O

防,日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む

要支援者向け事業、分護予防支援事業。

包播的支援事業
0地域包括支援センターの運営
・弁護予防ケアマネジメント、総合相談支:髪

O地域包括支援セン寡一の運営
く左記憶加え、地壌ケア会硝の充実)

0在宅医療。介厳違携推進串果
°
1観 説 縮 線 業、認知融 域支援年ケ7
向■事業 等)

→

突
0生活支授体額整曽事業
(コーディネーターの霊置、協議体の設置 等)

任意事業
O介護給付費適正化事業
O家族介護支援事業
0その他の事業

任意事業
0介護給付費進正化事業
O家族介護支援事業
0その他の事業|

医療・介護連携、認知症施策、地域ケア会議、生活支援、介護予防の充実・強化

○ 地域包括ケア実現のため、地域支援事業の枠組みを活用し、以下の取組を充実・強化。

① あわせて要支援者に対するサービスの提供の方法を給付から事業へ見直し。

Oこれらを市町村が中心となって総合的に取り組むことで、地域で高齢者を支える社会が実現。

3

・連携強化医療韓弁護連携
関係者に対する研修等を通じて、医療と介護の濃

密なネットワークが構築され、効率的、効果的でき
め索田かなサービスの提供が実現

初期集中支援チームの関与による認知症の早期
診断、早期対応や地域支援推進員による相談対応
等により認知症でも生活できる地域を実現

多職種連携、地域のニーズや社会資源を的確に把

握可能になり、地域課題への取組が推進され、高
齢者が地域で生活しやすい環境を実現

コーディネーターの配置等を通じて地域で高齢者の
ニーズとボランティア等のマッチングを行うことによ
り、生活支援の充実を実現

多様な参加の場づくりとリハビリ専門職等を活かす
ことにより、高齢者が生きがい・役割をもつて生活で
きるような地域を実現

・施策の推進

二命4度化による強化

生活支援 ・基盤整備等

弁護予筋
ユ効果的な取組の推進
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包括的支援事業 (社会保障充実4事業)の「標準額」について

以下の①～④の算定式の合計額を「標準額」とし、これを基本として、各市町村の実情に応じて算定した額
とする。

※4事業の合計額 (「標準額」)の範囲内で柔軟に実施ができる
※市町村の日常生活圏域の設定状況、地域包括支援センターの整備状況及び事業の進捗等を踏まえて、必要に応
じて「標準額Jを超えることも可能であり、その場合は厚生労働省に追加額を協議して定めた額まで事業を実施する
ことを可能とする。

■1′ 272千円 X 地域包播支援センター数
※分護支

選蔓避還≧堂茎圭蓮理塾睦足力篭筆筵堅2童援を霞上≧壺垂壇速笠壺4

日第 1層 B′ O00千 円
※指定都市の場合は、行政区の数を乗じる。

日第2層 4,000千 円 × 国首生活圏域の数
※日常生活圏域が一つの市町村は、第二層分のみを算定。
(

■基礎事業分 1′ 058千用

■規模連動分 3`761子踊 X 地域包括支援センター数

◎荏宅医療・介畿越携強羞事1業

■認知症初期集中支援事業  10,266千 円
※指定都市の場合は、行政区の数を乗じる

■認知症地域支援・ケア向上推進事業 6,802千 翻

④強壌ケア会議推進事業

地域支援事業の運動を意識する (イメージ)

○ 高齢者施策における地域包括ケアシステムの構築の目的は、
″′:住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

人生の最後まで続ける
″
こと。

○ 地域支援事業はあくまでもツールであり、それ仙 の事業実施が目的ではないことに留意する必要がある。

○ 住民が参画し、多職不重が連続し【支えることが重要であり、目的意識を共有し、関連性を活かすために
甥生しての地遡立蕊 やl瘍議体亀適用することが重要。

認畑症総合喪援事業 生活支援体制整備事業

生活支:展

.上 在宅医療 ,介護連携推進事業
介護予防。日常

認知症地域
支援推進員

認知症初期集中

支援チーム

8つの事業項目

主也域介護予防
活動支援事業

地域り八ピリテーション
活動支援事業

煮F王至幹拿雷芦ⅢⅢ
ⅢⅢⅢ・

5
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生活支援・介護予防サービスの充実と高齢者の社会参加

○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性力難曽加。募 韓 娩回

援・介護予防サービスを提供攀 。

○ 高齢者の介護予防が求められているが、遺全参力駐社会的役塾隆登つことが生きがしヽや介護予防につながる。

O多 様な生活支援・介護予防サービスが利用できるような地域づくりを市町村が支援することについて、制度的な位置づけの強
化を図る。具体的には、生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、ボランテイア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の

地域資源の開発やそのネットワーク化などを行う二生遺重援ュ三               望塑墾藝遺述こと丞■盈

護堡険送金逸似童        。

ス

生活支援の担い手
としての社会参加 ・一般就労、起業  .

・趣味活動   /
・健康づくり活動、地域活動
・介護、福祉以外の

ボランティア活動 等

時代のO現役

こチャレンジする活動
関心がある活動

○ニーズに合った多様なサービス種別

・地域サロンの開催
・見守り、安否確認
・外出支援
・買い物、調理、掃除などの家

者支援 等

O住民主体、NPO、 民間企業等
主体によるサ‐ビス提供

二二二二‐二紬期曝箋撃麹鐙速躍螂睦1雄 _二二__

車町村を核と破 支援体部lの姦案と強化

6

Oョーディネーターとして適切な者を選出するには、「特定の団体|こおける特定の役職の者」のような充て職による任用でfまなく、
例えば、先に協議体を設置し、サービス創出に係る議論を行う中で、コーディネーターにふさわしい者を協議体から選出するよう

な方法で人物像を見極めたうえで選出することが望ましい。

O協 議体は必ずしも当初から全ての構成メンバーを揃える必要はなく、まずとよ最低限必要なメンバーで協議体を立ち上げ、徐々
にメンバーを増やす方法も有効。

O住 民主体の活動を広める観点から、特に第2層の協議体には、地区社協、町内会、地域協議会等地域で活動する地縁組織や
意欲ある住民が構成メンバーとして加わることが望ましい。

○ 第3層のコーデイネーターは、サービス提供主体に置かれるため、その提供主体の活動圏域によっては、第2層の圏域を複数

にまたがつて活動が行われたり、時には第可層の圏域を超えた活動が行われたりすることも想定される。

NPO 包括

意欲ある

住民
意欲ある
住民

介護サービ
ス事業所地区社協

7

露2層 風歯生活田嬢:(申学校区等)11- ―痛2-層 日―常生活困域(中学校区等 )

市町村
中F口司支援組
織

NPO ボランテイア団
体地縁組織 民間企業

第1層コーディネーター

町内会

第1層 市町村全城

腿

一替
朧麟

第2層
ヨーディネーター

-12-



出奥)平成28年度老人保催健康増進等事業「地域包括ケアシステムの構築に資する新しい介護予防・日常生活支援総合事業等の推進の
ための総合的な市町村職員に対する研修プログラムのFァ月発及び普及に関する調査研究事業」報告書(三菱UFよリサーチ&コンサルティング)

織

一Ｗ

燃
農
幕
Ｈ

■嘉|:||を,● :,■ ■11.イ与 ″ を
'―

■持
メ干.=→ |lri::

場所。備品の手配

専門職の派遺

広報支援

担い手同士をつなぐ

活動の困りごと支援

住民で対応できないような |

ケースに対する支援  |

へ
―
　
　
　
．

,鶴

生港支援コーディネーターの業務内容  (10月 ) 岡山県倉敷市より提供

日 月 火 水 木 金 上

¬ 2 3 4 5 6 7

lと 地ヽ域ケア会議

(玉島)

サロン交流会

(庄 )

l見察受け入れ

市との連携会議

SC会議

戯員プロジェクト

会議

士組みづくり会議 '子

事例美取材

(コミュニティカ

フェ)

認矢E症マイスター

蓑成講座

サElン取本オ

8 9 10 11 12 ¬3 44

養成講座準備

l日い子査成講座第
5回
シンポジウム (O
T)

しオロン取材

作戟会議 (認サ
ボ)
介護保険事業計画
策定委員会

固屠』事例検討会議

い地1或ケア会議

(菅生 )

い地頭ケア会議

(穂井団)

ペース会議 (RR
雪8)

'J事

例集取材

ラジオ体操取材

サロン取材 金融4幾関職員こ舜修

45 16 17 48 19 20 21

秋祭り参力8

昨戦会議 (家事援
〕力)

ペース会議 (葦

葛)

い地域ケア会議
(東 )

l也屋社協理事会

医療生協こ舜修会

い地域ケア会議
(船穂)

作戦会議

(認知症カフェ)

サロン交流会 (倉

敷)
贈1或文イヒ祭参力a

作戦会議 (男の居場
]斤 )

22 23 24 25 26 27 23
l〔
]い手養成講座率
購

lBい手養成講座第
6回 入学での講話

サロン交流会 (真
篤〉

lど 地ヽ域ケア会議
(呉妹 )

い地域ケア会議
(長屋)

三世代交流サElン

τ学大会議
(サロン立ち上
ず)
」ヽ地域ケフ会議
(R侵き日)

巡国相談会

lBい手養成講座準
臆

29 30 31

-13-



通いの場は結構あるけど、
常設の場はないね。

いつでも気軽に立ち寄

場が欲しいという声を最近
く聞くよ。

常設の通いの場を立ち上げ
ようと考えている住民のグ
ループがいますよ。でも、
上費用を確保するのに苦労
しているみたい。

出典 :さわやか福祉財国
(住民主体による生活支援推進研究会)

生活支援コーディネーター・協議体

I     SC・ 協議体の意見を聞く機会がない
1覚喬鶴翔ザィ～チギ璃藩静W房騎駒

ミ也

'或

に定着するに掠 士嘘 ―ズ・名鋤園こ関する降侵が集まつてきます

B型の補助金を交付ずる日
体つて、どうやつて選べばい

いんでしょう??

とにかくB型のサービスを
増やさないと :

他の市町村がB型で定め
ている補助要件があるから、

それにならつてみましょう
か
。
・

奪町村の庁内会議

あなたの市町村では、こんなことになつていませんか ?

″
助け合い

″
の実施主体は誰 ?

″
助け合い

″
の実施主体は、「 住 民 主 体 」 でぁる

だから ,・ 11 1

住民は、
く

出典 :さわやか福祉財団
(住民主体による生活支援推進研究会)

活動内容を決める

で

市町村は、

く。・

11

14-



出典)平成28年度老人保健健康増進等事業「地域包括ケアシステムの構築に資する新しい介護予防・日常生活支援総合事業等の推進の
ための総合的な市町村戦員に対する研修プログラムの開発及び普及に関する調査研究事業」報告書(三菱じF」リサーチ&コンサルティング)

丁
|‐

地域課題の気付きを生むための

“土壌づくり"

住民がやる気になった時の

`1全力応援"

出典)平成28年度老人保健健康増進等事業「地域包括ケアシステムの構築に資する新しい介護予防・日常生活支援総合事業等の推進の
ための総合的な市町村職員に対する研修プログラムの開発及び普及に関する調査研究事業」報告書(三菱UIJリ サーチ&コンサルティング)

住民がやる気になつた時の

“全力応援"

豊 露

・必要な支援は、お金とは限らない
。総合事業も活用できる
。支援の方法は、住民の意向を尊重して検討

13
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サービスの類型(典型的な例)

○ 要支援者等の多様な生活支援のニーズに対して、総合事業で多様なサービスを提供していくため、市町村は、サービスを類

型化し、それに併せた基準や単価等を定めることが必要。

① 訪 間 型サー ビス                   ※ 市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス内容を検討する。

○ 訪闘型サービスは、現行の訪間介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。

O多 様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保健・医療の専門職が短期集中で行う
サービス、移動支援を想定。

基準 従前の訪間介護相当 __      多様なサー吐■______一―
サービス

種別
①訪問介護

②訪間型サービスA
(緩琴aした群 によるナ

ビス)

③訪問型サービスB
(住民主体による支援)

④訪問型サービスC
(短期集中予防サービ

ス )

G澗 型歩ゼ Ю
(移動支援)

サービス

内容
訪問介護員による身体介護、生活援助 生活援助等

住民主体の目三活動と

して行う生活援助等

保健自下等による居宅
での相談指導等

移 送 副 後 の 生 清 更

援

対象者と

サービス提

供の考え

方

O既にサービスを利用しているケースで、
サービスの利用の継続が必要なケース

O以下のような訪聞介護員によるサービ
スが必要なケース

(lttl)

・認知機能の低下により日常生活に支障が

ある症状・行動を伴う者
・退院直後で状態が変化しやすく、専門的
サービスが特に必要な者 等
※状態等を踏まえながら、多様なサービスの

利用を促進していくことが重要。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等
「多様なサービス」の利用を促進

・体力の改善に向けた

支援が必要なケース
・ADL・ IADLの改善に向

けた支援が必要な

ケース

※3～ 6ケ月の短期間で行

つ 訪間型サービスB
に率じる

実施方法 事業者指定 事業者指定/委託 輸助(助成) 直接実施/委託

基準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準
個人情報の保護等の

最低田長の基準
内容に応じた

独自の基準

サービス

提供者(例 )
訪間介護員(訪問介護事業者) 主に雇用労働者 ボランティア主体

保健・医療の専門職
(市町村〉

包括的支援事業(社会保障充実分)にかかる「事業実施」の考え方

O包 括的支援事業 (社会保障充実分)のうち、在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業に

ついて1ま、平成29年度末をもって、施行の猶予期間が終了し、全市町村で事業を実施することとなる。

○ 猶予期間の終了を控え、事業の実施に関する基本的な考え方を整理すると以下のとおりである。

【その他、各事業の実施に係る留意点】

O平 成30年 4月には、在宅医療・介護連携推進事業について介護保険法施行規則に定める、いわゆる「(ア )から(ク )」の
3つの事業項目のそれぞれを実施している必要があること。

※ 平成29年度末までに、地域の医療・介護関係者とともに、事業実施に係る計画の立案または見通しを立てておくこと。

O市町村において、①事業の実施のための予算の確保、②事業の実施要編等を定め、③平成30年度肉に実施要綱等に基
づいた事業を実施する必要がある。

0このため、平成29年度においては年実施要綱の策定や、必要な予算の確保に向けた対応を進める必要がある。

事業の実施に関する基本的な考え方

在宅医療`分離
違務推進事業

-16-



生活支援体制整備事業の都道府県別実施保険者割合(平成29年8月 1日時点)

沖
縄
県

鹿
児
島
県

宮
崎
県

大
分
県

熊
本
県

長
崎
県

佐
賀
県

福
岡
県

高
知
県

愛
媛
県

香
川
県

徳
島
県

山

目
県

広
島
県

岡
山
県

島
根

県

鳥

取
県

和
歌
山
県

奈
良
県

兵
庫
県

大
阪
府

京
都
府

滋
賀
県

二
重
県

愛
知
県

静

岡
県

岐
阜

県

長
野
県

山
梨
県

福

井
県

石
川
県

富
山
県

新
潟
県

神
奈

川
県

東
京
都

千
葉

県

埼

玉
県

群
馬
県

栃
木
県

茨
城
県

福
島
県

山

形
県

秋

田
県

宮
城
県

岩

手
県

音
森
県

北
海
道

全国計:実施率8280/。 (1,306/4,578保険者)

1000°/8

8000/。

6000/e

4000/。

2000/。

000/O

市町村における地域包括ケアシステム構築のプロセス (概念図)

介護保険事業計画の策定のため

日常生活圏域ニーズ調査を実施
し、地域の実態を把 lF至

地域ケア会離の実施

地戯包括支援センター等で個
別事例の検討を通じ地1或の
ニーズや社会資源を把l屋

※ 地域包括支援センター
では総合相談も実施。

医療・介腔情報の
「見える化J

(随時 )

他市ta]村との比較検討

口高齢者のニーズ

□住民・地域の課題

□社会資源の課題
・介護
・医療
・イ主まい
。予防
。生活支援

□支援者の課題
・専調職の数、賽質
・連携、ネットワク

襲
○地域資源の発掘

〇地域リーダー発掘

O住民互助の発掘

量
的
・資
的
分
析

　

′
ティ

デ

イ

中中

■都道府県との連携

(医療・居住等)
■関連計画との調整
。医療計画
・居住安定確l呆計画
・市]J村の関連計画 箸
■住民参画
・住民会議
・セミす―
・パブリックコメント等
■関連施策との調整
・障害、児童、難煽施策等
の調整

■介 護 サ ー ビス

・地域ニーズに応 じた在宅

サービスや施設のパラン

スのとれた基盤整備
・ 将来の高齢化や利用者数

見通 しに基づく跡要量

■医療・介護連携
・地1)包括支援センターの

体制整備
・医療 F去]係団体等との連携

■住 まい

・ サービス付き高齢者向け

住宅等の整幅

・ 住宅施策と運院した居住

確保

事
業
化

施
策
化
協
議
′

pE鸞ゑサイクテレ

■生 活 支 援 /介 護 予 防
・ 自助 (民間活力)、 互勧

(ボランティア)等によ
る実施

・ 社会参力8の促進による介

護予防

・ 地上ヴの実僑にな じた事業

実随

■地域課題の共有
・保健、医療、福祉、地
上或の関係者等の協働lこ

よる個別支援の充実
・地1或の共通課題 もヽ好取

組の共有
■年間事業計画への反映

専 Pヨ職の資質向上

介護職の只「ι遇改善
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自
治
体
保
険
者
　
【行
政
】

地域マネジメント 【これまでの行政と現場の関係】

計画柔 。方針等の提示

取組への協力要請/意見聴取
市
民
利
用
者

専
門
職

事
業
者

専
門
職
団
体
住
民
グ
ル
ー
プ

【地
域
住
民

】

計画策定委員会等への参加・意見提示

取組への協力/要望の伝達

出所)地域包括ケア研究会報告書 (三菱UFJリサーチ&コンサルティング)

地域マネジメント 【これからの行政と現場の関係】

と
,

一
生
一

住
民
住
民
グ
ル
ー
プ

利
用
者

専
門
職
事
業
者

専
門
職
団
体
等

【地
域
住
民

】

出所)地域包括ケア研究会報告書 (三菱UF」リサーチ&コンサルティング)

i露録窪襲強曳1拶ラ
!露標(聯堰の其萄>

ための場

斐
艶
霧
欝
整
燈
闘園盟塩任
一攀
一いい

自
治
体
保
険
者
　
【行
政
】
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至こF]時己 三rす)万 L

平成29年 5月 26日 成立、6月 2日 公布

高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確保
することに配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるようにする。

て取り組む仕組みの制度化
計画を策定。計画に介護予防・重度化防止等の取組内容と目標を記載
財政的インセンティブの付与の規定の整備

(そ の碓 )
‐ 1ヒ域包 l下 支援センターの機能強 f`(市 岬〕|」 に kる「/価 の義務づ

`)4)・ れ:宅サー ビス■業者の指定‖ Iこ井|する ll、十尖者の 封七強化 (小をと供多機能ⅢⅢを卜及させる
'比

,iか |)の !岳亡Ⅲir下の仕和をみ常の
'■
人)

全市町村が保険 し

設

重
・ 国から提供されたデータ
・ 都道府県による市町村1こ

止に向け
業(支援)上

支
の
る

2 医療・介護の連携の推進等 (介護保険法、医療法)
①「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」としての機能とを兼ね備えた、新たな介護保険施設を創設

※ 現争|の介it瞭養入Jl卜の,X過イ1肘捌‖1につとヽては 6午 ‖延,マ することとする.l,I】 し又は
`診
廉所から新lを 1決 |こ |セllク′1したナ,フ′合には、転換前のオl」院又は,診療所の

名l、をじ|きわ七き使ナ|「ごきることと
'~る
。

② 医療・介護の連携等に関し、都道府県による市町村に対する必要な情報の提供その他の支援の規定を整備

3 地域共生社会の実現に向けた取組の推進等 (社会福祉法.介護保険法、障害者総合支援法、児童福祉法)
・
磐努望斬 き

る地域住民と行政等との協働による包括的支援体制作り、福祉分野の共通事項を記載した地域福祉計画の策定の

・ 高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障害福祉制度に新たに共生型サービスを位置付ける
(そ t′ l他 )

・ イI卜
'と

入ホームの人

“

1汁休 ,生 のための施策の強化 (Ⅲ来作 止命令の玲1渋、前林令の保全拍 Tとの義務の対象 l′(人件 )
・ 市工TI I支 援施十女等を,1(″ fし て介淮14倹施設年に人

'':し

た場合の保険士の兇IIし (ⅢIT I文援施設等に人,Fす る由tの 市町本,を保険者 とする。 )

正

4 2割負担者のうち特に所得の高い層の

5 介護納付金への総報酬割の導入 (介護保険法)
・各医療保険者が納付する介護納付金 (40～ 64歳の保険料)について、被用者保険間では『総報酬割』(報酬額に比例した負担)とする。

。(15は平成29年 8月4 1 の か 1日Ⅱ

システムの強化のための介護保険法等の一部を改正 ンる

保険者機能の強化等による自立支援 。介護予防に向けた取組の推進

基本コンセプ ト

高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを推進するとともに、制度の持続可能性を維持するために
は、保険者が、地域の課題を分析してサービス提供体制等を構築することや、高齢者になるべく要介護状態
とならずに自立した生活を送っていただくための取組を進めることが重要

|:'曇機亮鏃 絶与宅李
力に推進できるよう、保険者機能をBttrとするとともに、都道府県による保険者支

好事例から示唆される地域マネジメント推進のイメージ

幽 攀
上に係る日叉組内
容・目標の計画
へのSE載

'適七刀な指標
による実績

言平十函

,

,

1
都道府県が研修等を通じて市町村を支援

データに

基づく

地1或課題

の分析

保険者機能の発l軍・向上 (耳叉組内容 )

・ケアマネジメント支援の充実によるケアの

質の向上
・介護予防の取組
・ニーズに応じた効率的なサービス提供

等
蝉
挫

21
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群馬県生活支援1体制整備支援事業
～支援組織との連携について～

平成30年 2月 7日
群馬県健康福祉部

地域包括ケア推進窒

主事 原田尚史

生

《本日の内容》

1 群馬県の概況・組織体制

2群馬県の生活支援体制整備支援事業の取組と支援組織
との連携に至る経緯

3支援組織の具体的な取組

2

4まとめ
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1群馬県の概況コ組織体制
群属県の高齢化幕分布

総人口 約196万人 (平成28年 10月 1口現在)
65歳以上人口 約55万人 → 高齢化率 28.3%

El,絲清

□縄犠
~

□拙
～

囲脇
~

■監

■“
路イ・～

山問部を抱える地域は高齢化率30%を
優に超えており高齢化が進んでいる

二次医療圏 10日 域
35市町村 (12市、 15町、 8村 )

※内、中核市 2市

3

群馬県圏域別総人口の将来推計

※H22(2010)を 100とした時の指数
110

100

90

SO

70

60

50

―‐。‐‐県

― 前橋

― 渋川

― 伊勢崎

― 高崎

… 安中

― 藤嗣

― 富圃

一 吾妻

一 沼田

― 太霞

― 禰生

― 館林

|

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

(封 22)  (H2フ )  (州 32)  (H37)  (H42)  (掘 47)  (測 52)
4

(国立社会保障・人口問題研究所資料より作成)
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群馬県75歳以上人口の将来推計

※H22(20101を 100とした時の指数

190

180

170

160

lSO

140

130

120

110

100

―◇‐県

― 前橋

― 渋 ,1手

― 伊勢崎

― 萬崎

― 安中

― 藤圃

― 富岡

一 吾妻

‐―

'召

田

|―太田

2030年  2035年  2040年 ~~本風生

(H42)  (封 47)  (H52) ―→ぐ―館林
5

(国立社会保障・人口問題研究所資料より作成)

2010年

(Ⅲ122)

2015年

(H27)

2020年

(H32)

2025塗手

(H37)

高齢者人口の増加には地域差があるが、
団塊の世代が全て75歳以上となる2025年に向け医療日介護需要の増加が見込まれる

→ 地域包括ケアシステムの構築が必要

日平成27年度 県の組織体制として、【封監燈包精ケ7維准塞J井新ナ"に零置(医療日介臣連携推進のため4名体制で発足)

・平成29年度、介護高齢課から認知症J地域支援係業務が移管

群馬県

健康福祉部

(平成29年度から7名 体制 )
室長 医療 E介護連携推進係 (3名 )

健康福祉課

監査指導課

在宅懸療こ介護連続雑進、
地域 tル どヽリテーション

地域医療介護総合確保基金、

医療費適正r毯計箇

認知症

専門官

認知症 i地域支援係 (2名 )

医務課

介護高齢課
(係長兼務 )

認矢霞疑麓策、高齢者雇待防止

地域包括支援センター支援、

介護予騒方、地域支援事業交 r奪金、

市民後見入
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群馬県地域包括ケア推進庁内連絡会議

<目 的>

<構成員>

県が市町村と連携し地域包括ケアシステムの構築を推進するため、県庁

内関係各課の視点から、その取組の効率的かつ効果的な推進方策の検討及

び調整等を行う「地域包括ケア推進に係る庁内連絡会議」を設置する。

4音呂10言果室

生活文化スポーツ部

こども未来部

県上整備部

県民生活課

こども政策課

住宅政策課

健康福祉課

医 務 課

介護高齢課

保健予防課

障害政策課

薬 務 課

地域包括ケア推進室

健康福祉部

<開催日程>年 間4回 :平成28年 5月 ～実施 ア

部 名 課 名―

中央研修修了者との協議 (9月テ11月 )
ヽ

ノ

【協議内容】
a中央研修の振り返り
再生活支援コーディネーター (SC)養成研修スケジュール
・ キックオフ研修会について

E講義(SCの設置及び協議体の設置フロー)
ログループワーク(協議体の立ち上げとSCの選出について)

キッタオフ研修会 (11月 ) 70人

の へ の り方

ねらい

H行政説明(SC及

日全県で事業のキックオフ
ESC養成研修の前の下地づくり
日中央研修俸了者を変えた意見交換

B中

2群馬県の生活支援体制整備支援事業の取組と支援組織
との連携に至る経緯

中央研修への派遣 (9月 )
日県担当職員
E(社福)県社会福祉協議会
E NPO法人

弁護保険法の改正

-24-



273人

1日 目
126人

2日 目
47人

平成27年度

協議体体験フォーラム (6月 )

と行政説明 (協議体設置から見えてくるSC像とは)
H講演 (市町村が目指すべき地域像とは)
ログループワーク(第 1層協議体のあり方と取組を考える)

央研修への派遣 (7月 )

市町村意見交換会 (11月 SC養成研修 (3月
・各市町村から現在の取組日進捗報告
と情報提供
(SC及び協議体の役割口全国事例の提供)
・意見交換日質疑応答

(SC及 よ
E市町村の取組報告
E中央研修修了者による講義 E演習

ねらい

・協議体設置のきつかけづくり
Eフォーラムから協議体へ

(多様な主体から幅広く今加募集)

_※ 1日 目:全体 日目:SC候補者

(社福)群馬県社会福祉協議会へ事業委託 (平成27年 11月～)
① 相談窓口の設置
② 中央研修修了者の派遣
③ SC養成研修等企画会議(事務局:(社福)群馬県社会福祉協議会)

9

38人

群馬県新地域支援事業推進協議会の発足

群馬県新地域支援事業推進協議会 (平成27年 11月～)
oブ,甍成員 くと61懇〉
。 (社福)講轟県社会福祉協議会
。先進繭町村
3長寿社会づくり財國
・NPO法 人
。さかやか想社財圏
e麟馬暴

ねらい
・定期的に情報交換を行い、県日県社協日中央研修
修了者等が共通の認識のもと生活支援体制整備
支援事業を推進する
田市町村ごとの課題H悩み事に対し、タイムリーな支援
を実施する
日単発の支援ではなく、継続的な支援を実施する

O取組内容
①市町村ごとの担当者を選定し、継続的に支援する
②各市町村の協議体の編成ascの選定に関する相談対応

③各市町村の協議体やSCの活動に関する相談対応

④SC養成研修等企画会議への出席(年6回程度)
⑤各種研修会(県・市町村)の講師ロファシリテーター

を1,

25



生活支援体制整備支援事業フロー

中央研修受講者の派遣 相談(協議体の設置・運営等)
業務委託

回答

|

法令や制度等の質問 必要により照会

設置

※ scとは生活支援コーディネーターです。

4,

SC養成研修

事業運営の事務局)

|

厚 労 省町 村 I 群 馬 県

SC

協 議 体

平成128年度

市町村協議体設置セミナー (9月
ねらい

中央研修への派遣(10月 )

SC養成研修(11月 )※ H27年度と同様の方式
B行政説明 (SC及び協議体とは)
・パネルディスカッション(生活支援体制整備事業の実態 )
・中央研修修了者による講義・演習 (中央研修と同様のテーマ)

※1日 目:全体 2日 目:候補者

o譲題
eSC養戒研修受講者に対するフォ瞬―アップ
与蔽町村の取組の共有 。可視化 (市軒春ヽ輩ω取織事伊ll纂の作成)
・南町村支援を行う人材の育威

72人 日SC及び協議体の目的B仕組み日養成
について学ぶ
日他市町村の事例の共有

H行政説明 (SC及び協議体とは)
・市町村取組事例発表
E中央研修修了者による講義

(協議体設置に向けた具体的な取組について)

1日 目
124人

2日 目
33人

2コ
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143人
平成29年度 ねらい

組織全体で事業推進する
(SC・担当者を孤立させない)
日SC及び協議体の設置を明確化
B全国事例を共有

担当者 (担当課長)連絡会 (8月 )

・行政説明 (総合事業と生活支援体制整備事業)
J情報提供 (県内の取組状況報告 )
日講義 (生活支援体制整備事業の誤解と推進に向けた留意点)
〔グループワーク(生活支援体制整備事業の現状日今後について

SC養成研修 (11月 )※対象者はSC候補者
|

ねらい

フォローアップ研修 (1月 )(予定 ) 口住民の活動を阻害しない事業要綱の策

・講義①(生活支援体制整備事業から総合事業への円滑な発展にむけて)
口講義②(八王子市の取組報告)
ログループワーク(sc・市町村担当者意見交換)

¬3

1日 目
70人

2日 目
69人

まとめ

①将来性のある事業とずるために ②他事業との関連性

④住民目線

:    デ→質は
※

蓼醤蜃峯療豪息象醤も宅風ξ菖治体が多しヽ

°
毎涼茅夢今押警繹露芦の先を想定(フォ

ーマ

・
基彙甚驀俗電璽羹冠蒜書晶健合事業に発展

。

③横のつながりを形成

【生活支援体制整備事業担当者等の孤立を防ぐ】

・担当職員 esc等

・人事異動 (協議体とSCの連携が重要)

【住民主体のポトムアップ事業】

。事業の主旨は、住民同士の互助

・住民の活動をB巳害してはいけない

※柔軟な事業要綱の策定

14
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ご清聴ありがとうございました。

往争,
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斜矯霊興社会編樅擁議会との連携郎

平成 30年 2月 7日

生活支援体需」整備事業の推進に向けた市町村支援強化研修会

埼玉県福祉部地域包括ケア課 課長 金子 直史

埼玉県社会福祉協議会 地軌福祉部長 鈴木 [蚤夫
義玉県のマスコット]パトレ

|オ|:,■il I'||,iil

1● |,|IIIII帝 |ォ rt‐ |,1,五 11 11111ⅢⅢ,■

⑬
市町村敦

63市町村 (全国3位 )

政令指定都市 1
中核市    2
その他の市  37
111本寸        2 3

面 積 3797.75k甫

人 口 7′ 343′ 733ノ＼

世 辞 致 3′ 212,325性生1希

高齢者人口 1′ 836′ 058人

高齢化率 2500/O

,111-||十1 事|ら,■
'1予
i'I=1孝手II■ ill,||,11'

29
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市町本すからどこから手を付けてよいのか悩んでいるとの声

市町村数が多いので全市町村をきめ細かく支援することは難しい

決まつたパターンはないので手法、実施手順を提示

実際にやってもらつた結果を提示

地域包括ケアシステムモデル事業③

●モデル市野村 (蕨市、羽生市、新座市、川島町) 取
組
手
法

（モ
デ
ル
）
を
提
示

一

29年度28年度 30年度

自立促進 介護予防 生活支援

可
能
な
も
の
か
ら
他
市
町
村
へ
普
及

全
市
町
村
で
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
構
築

1蓬 |     三寛ll「 最
モデ

'レ

市町村で各事業を実施し、

取組手法を市町村に提示

■|1韓||

婦除や調理などの

多職種が連携する

地域ケア会尋義で

自立に資する

ケアフ
°
ランf停威

元気高齢書が

運営する

歩いて通える場所での

体操教室

元気高齢者を

生活支援の

担い手

として養歳

現
状

後期高齢者、高齢単身。夫婦

世帯、 認矢母症高齢者の増加

日常生活支援
サービス

―
地域包―播
―
ケアシステムモーデル事業

―
②
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生活支援コーディネーターからどのように動いたらいいのかわからない、
相談ずる相手がいない などの声

。生活支援コーディネーターになる人がその活動に長けた人というわけではない
。一人で担うという精神的な負担がある

活動支援、相談支援の必要性

生活支援コーディネーターヘのアド′Ч
″
ザとの配置

生活支援アドデЧ
レ
ザ…①

0 1名  (平成 29年 4月 埼玉県社会福祉協議会に委託)

○ 住民向けフォーラム、住民座談会、生活支援担い手養成講座等の開催支援

○ 協議体の開催支援・助言、既存団体 (民間企業も含む)との連携方法の助言。支援

○ 課題解決の手法を他市町村へ周知 → 生活支援コーディネーター養成研修等と連携

○ 先進自治体の取組事例の提供

全帝町村 電話相談による支援

集中支援市町村 公募 (こより3市町を決定

。支援内容 :訪間支援 (1市町あたり 10回程度訪問/年 )
(例 )住民説明会の同行、ボランティア講座の企画支援など。

訪間 (こよる支援

生活支援アド′Ч
レ
ザ_②

配置人数

役   割

支援方法
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●生活支援体制に係る市町村個月ll支援 ((公財)さわやか福祉財団、県の共催)
●現場視案研修 ((公財}さわやか福祉財國、埼玉県社会福祉協議会、県)

瀾29新

生活支援体等J整備
マニユアル

H28羽 生市、蕨市 H29新 座市、川島町

生活支援
モデル事業

生活支援
モデル事業

蘭29新

生活支援
アドパイザー

(彙社協に委託)
アドバイス結果を反映

反

映

取組手法

を提示

各市町村・生活支援コーデイネーター

提

　

供

地域特性に応した
4つのパターン

埼玉県における生活支援体制整徳支援の取組

地域の様々

な人,声が集
まり、支援が
必要な高齢
者を把握でき
るように

守りへ のサ ロ

ちょつと

解決できるよ
う、生活支援
コーデネー

ターが相談・

の力で

援を行う

生活支援モデル事業(蕨市)

O社協支部を基盤とした拠点機能を持つ高齢者サEンの創出(5地区)
0社協支部拠点を活用した、有償の生活支援サービス(モデル地区)の創出

社協支部・f・ 担い手養成講座卒業生

」
・・，密れ，Ｉ”　
一翡 ヽ

‥

…

′

′
1

1

1

生活支援コーザΥネーターのエーズ
把握の地域拠点としても′活用

0スケジュール管理⇒市担当者および生活支援コーテ
・
ィネーターとスケジュールを確認し、進捗状況を整理した

0自立的な取り組みに向けた支援→モデル事業終了後も、蕨市が自立的かつ継続的に取り組めるよう、
手順の提示など支援した

0活動やサービス創出日拡充⇒市と市社協の合意形成を図り、具体的な仕組みの提示をした
0他市視察の企画や瞬整
0生活支援担い手養威や協臓体の支援⇒企画や情報提供、協議体参加や設置に向けた助言を行つた

導
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生活支援アドバイザーによる相談支援 |

集 中 支 援 爺 聴 村 (蕨市 E日高市 E鳩山町 )

※訪間による支援

①協議体の開催支援

(企画段階から当日の参加、助言ま
で)

②フオーラムや座酸会、担い手養
成講座の開催支援
③サービスや活動創出・拡充の支援
③先進事例の提供

④その他(連携支援、取り組み展開
の助言)

全章聴神からの電話相談(一部)

①他市町村の状況
・生活支援ヨーテ

・
ィネーター配置状況、協議体メンハ

°
一

の状況
・住民主体のサービスや支え合い活動実施状況

②生活支援コーディネーターの取り組み
と協議体ルハ七ゃ関係者との連携方法 (強化・円
滑化)
・協議体を円滑に進めていくための悩みや課題
・地域住民との関わり(対話)での悩み

③講師の調整
・フオーラムや講座の講自下紹介
・住民向け説日月会や生活支援ヨーテ

・
ィネーター勉強

会、協議体での講師対応

生活支援アドバイザーによる集中支援市町支援①

0協議体への◆加及び助言
B行政担当者、生活支援ヨーディネー

ターと事前の打ち合わせ
B協議体で適七刀な助言や委員のモチ
ヘ生ションの上ぬミるコメント
0生活支援ポラン脅 アの充実
・社協支部で有償ボランティアを試
行的に実施するため、仕組みや周
知方法などの助言
0多様な通いの場 (居場所)の充実
「交流+αとなるような内容を検討
0経い手養成やフォーラムで啓発活
動
・担い手養成講座やフォーラムの目
的整理や肉容検討、講師対応

触

斡

与為
ゼ

0協陰体への今加及び助営
E行政担当者、生活支援夏―テ

・
ィネーターと事前の打

ち合わせ
。協議体で適切な助言や委員のモチヘ'―ションの上
んヾるコメント
・他市町村の事例や情報提供
0多様な通いの場(居場所)の充実
・住民主体活動につなげるため、生活支援豪…テ

・
ィ

ネ…ターの関わり方など、多様な通いの場充実に
向けた助言
0地域住民との対話の創出
t生活支援コーディネーターを知ってもらい、地域住民
の声を聞きとる場づくりの展開を支援(民生・児
童委員、老人クラブ、サロンなど)

一露
一
♯■
・

鳩山町

瑠
殺
ハ
ri!

Jす●|
確

|:懸どよゼ冤訴
に

が掲載されまし
た
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生活支援アドバイザーによ

その他の支援(3市町共通)

0日頃からの情報提供
色生活支援コーディネーター活動報告やチラシ
・地域住民への啓発資料
日県内の先進的活動やサービス情報提供

O先進地への視察
“文京区の居場所や生活支援ヨーディネー

ターの取り組みを視察

0スケジュール整理
・生活支援コーテ

・
ィネーターの活動を見つつ、

その後の展開方法を整理し、サポートし

ている
は生活支援]―ディネーターと適宣連絡を取り、

進!歩状況を確認している

3市町の生活支援=a一
ディネーターと東京都文京
区を視察した様子

イ

ー

亀

O協離体への→画
・行政担当者、第1層・第2層生活支援ヨーテ

・
ィ

ネーターと事前の打ち合わせ
E協議体で通切な助言や協議体の役害1を説明

0協議体の活性化
J協議体メンバーの見直し、協議体を活用した

生活支援ヨーディネーターの取り組み展開方法につ

いて助言

0フォーラムでの啓発活動
ロフォーラムの目的整理、内容検討

0第1層と第2層生活支援コーテ・ィネーターの連携
,生活支援コ▼テ

・
ィネーター連絡会へ参加し、連携

した取り組みにつながるよう助言や情報提供

日高市

第1層協議体の様子

ぬ

謙

韓
取り組みを進める中で見えた課題とその解決手法

課題(1)住民の福祉意識醸成
狩

手法 。フォーラムや住民座談会からどのように福祉意識の醸成や住民の自助力向上につなげてい

くか考えていく必要がある。
B地域住民に「自分事」として、地域課題を提えてもらうためには、課題解決に向けた住民主体

の取り組みや活動を広く見える化E見せる化していく必要がある。

課題(2)協議体の活性化
手法 ・協議体で活発な発言を促すために、事務局主導でなくメンバーの主体性を弓|き出すことが大

切。
E協議体メンパー (所属先)の「出来ること。出来ないこととや活動目的を理解しておくことで、

win…winな関係づくりにつな(ずていく必要がある。
・生活支援コーディネーターの良きパートナーとして、協議体メンパーとは日頃から連携してお

くことが必要。
t多様な関係者を招集することで、新たな視点や幅広いネットワーク構築につなげていくことが

大七刀。

課題(3)住民主体の地域づくりの推進
手法  ・若い世代とシエア世代、新住民と1日住民などそれぞれが対話し、「どのような地域にしてい
きたいか」互いの思いを共有しながら取り組んでいく必要がある。
・地域住民の「自助力t互助力」を高めていくために、生活支援コーディネーターは必要な情報

提供やサポートを行つていくことが求められる。
・あくまでも主役は「地域住民」ということを忘れない(住民に寄り添う気持ち)。

-34-



埼五呉マスヨット「ヨパ トン」

等
り

生清1聴ありがとう:安発4.ました
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0新 潟県

さまざまな連続そ通じた新濡県の取組
～支え合い。励とす合もヽのある地域づくり奄目指じて～

新潟県福祉保健部

高齢福祉保健課 本間淑之

■liiヽ′ コぅと

新潟県の1概要

O市町村数

②総面積

③総人口

④高齢者人口(65歳以上)

⑤後期高齢者入口(サ5歳以上)

30市町村

12,584knf ※全目 5位

2,294,483人

685,085人 (29.9%)

359,327人  (15,79る )

出典 :②全国都道府県市区町村別面積田
(平成28年 10月 1日 )
③～⑤口勢閉査 (平成27年 10月 1日 )

新漏県は面積が広く、
地域の状況はさまざま
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<平成2年度>
支え合いのしくみづくリアドバイザー河臣建子氏が有償の

助け合い「まごころヘルプ」、「地域の茶の間」を立ち上げる

<平成26年度>
県の推薦でさわやか福祉財回の評議員である河臣畦子氏

とインストラクター加醸王子氏が国の中央研修に参加

<平成27年 6月 >
さわやか福祉財回と共催で

生活支援体絡u整備事業のキツクオフ観鯵実施

支え合いのしくみづくリアドバイザー河田建子氏、さわやか福祉財回及び

全国移動サービスネットワーク等と連携して以下の支援を実施

南町村の部J度設計及び:協議体・生活支援コーデイ身年一ター

の体部ど整備を支援

協議体構成員・生活支援コーディネーターの資質向上及び

陽け合い活動の創出に向けた支援

南町村から具体的な活動内容が

分からないという声が
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<平成27年度>
0生活支援コーディネーター養成研修
⇒①さわやか福祉財国と共催で実施したキックオフ研修、②中央研修の伝達研修
0新しい総合事業訪間型サービス担い手養咸研修
⇒平成27年度に新しい総合事業に移行した上越市でモデル的に実施
0市町村及び関係団体の勉強会、会農研修等へ●加
⇒制度改正の趣旨及ぴ内容について説明、さわやか福祉財団と共同で協議体の立ち上げ
及ぴ生活支援コーディネーターの選出を支援

これまでの具体的な施策

<平成28年度>
0生活支援コーディネーター養成研修
⇒制度上の位置付け及び新たなサービスを創出する手法を学ぶ研修を実施

0生活支援コーディネーター及び盟知症地域支援推進員合同研修
⇒互いの役割や機能を理解するための研修

0新しい総合事業訪間型サービス担い手養成研修
⇒全県を対象に県内2会場(新潟市'長岡市)で実施
※支え合いのしくみづくリアドバイザー河田隆子氏が
「多様な介護サービスと支援の基本的視点」の科目を講義

O外出支援 (移動サービス)担い手養成研修
⇒全国移動サービスネットワークに協力いただき、道路運送法等の関係法令や
サービスの立ち上げ方法について学ぶ研修を実施

0市町村及び関係団体の勉強会、会議研修等へ参加
⇒制度改正の趣旨及ぴ内容について説明、さわやか福祉財団と共同で協議体の立ち上 Iず
及び生活支援ヨーディネーターの選出を支援

田氏、さわやか福祉財団鶴山理事、県社協担当者及び現場の市町村担当者、
生活支援ヨーディネーター、包括職員が委員となり効果的な市町村支援策を検討

0生活支援コーディネーター情報交換会
⇒各市町村の取組の進捗度及び課題の確認、生活支援コーディネーターや協議体構成員の市町村を
超えたつながりづくり
0生活支援体制整備アドバイザー派遣モデル事業
⇒河田畦子氏、さわやか福祉財団、金園移動サービスネットワーク
から協力いただき、以下の支援を実施
①協議体設置・生活支援コーディネーター選出支援 4市町村
②共生型常設居場所創出支援 1市

③移動サービス創出支援 5市町
※年度末に報告会を開催し、県全体で成果や課題を共有

0新しい総合事業防間型サービス担い手養成研修
⇒全県を対象に県内2会場(長岡市・新発田市)で実施
※支え合いのしくみづくリアドバイザー河田珪子氏が
「多様な介護サービスと支援の基本的視点」の科目を講義

⇒支え合いのしくみづくリアドバイザー河

く平成29年度>
0市町村ヒアリング
⇒地域支援事業全体の進捗状況及び抱えている課題を把握
0生活支援体制整備ワーキング

これまでの具体的な施策
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実践飩な研修が実施できる !
その1

前伊Jのない事業なので

さまざまなネツトワークを構築し、
まずは何かやつてみることが重要

―
中閣1支援組織等と連携して施策を展IF牙ヨするメリット

住民や現場の担い手の声を施策に反映できる !!
その2

さまざまなネットワークの構築につながる!!!
その3

今後に向けて

生活支援コーデイネーターをはじめ、地域では各分野のコーデイ

ネーターがそれぞれの視点で地域づくりを行つている

$taす
●

さらなるステツプ : !

支え合い。助け合いのある地域づくりの推進

③生活支援コーディネーター、認知症地域支援推進員、まちづくリコーディ
ネーター等地域におけるコーディネーター間のネットワーク構築
②県においても既存の福祉関係のネットワークに瓶え、JAや民間企業等
新たな連携体制を構築⇒累線協簸体:?
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る手

／

　

一を
，

環推   吟口歯
【現状と課題】
29年度になり、各市町村における体制づくりの進捗や課題が様々な状況と
なっている

「どこから手をつけていいかわからない」「生活支援コーディネーター (S
C)を選出したのみ」
「協議体は毎月集まる委員会のよう」「助け合いのつくり方など経験
がなくわからない」「行政は社協など委託者に丸投げ」など様々

【目的】
*SCと協議体の役割の理解
(①適切な体制づくり②ニーズと担い手の堀り越し③助け合いの創出)
*具体的な手法とポイントなどを学び合い実践につなげる
*SC同士がつながり、いつでも相談や連絡ができるようにする
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幕錢寒鶴

①参加申し込み時にSCと協議体の役割 (ステップ①～③ごと)に
ついて「良い例」と「課題」を出してもらい表にまとめる (事前情報収
集)
吟当日資料として配布することで、参加市町村は全市町村の状況を知る
ことができる (都道府県も県内市町村の状況を把握できる)

② ①の資料を情報交換会の前に参加市町村に送る
→当日のグループワーク (GW)に積極的に参加し、知恵を出し合うこと
につながる

③出された課題をGWをするための資料としてまとめる

良い事例・情報 (SC等 ) 譲題・質問事項 (行政) 課悪・質問事項 (SC等 )市臼r村名 良い事例・情報 (行政)

D協議体で勉強会を開催し、2擢

君a譲体の編成やSCの選出に向

,地親のニース調査に子

“

刀をと

3うことで役ヨlを理解してもらつて
′ヽる。

サ、1層協議体¬層SC=行 政が
玩働で取り組んだ。

Э地域住民参加の座談会などに

O協議体のヱち上けに瞭し、さ
わやか福祉財団にご協力いただ

き、地域の簡係者を対象に勉強

会を3回にわたり日隔催。当事業に

関する住民の疑間や不満を出し

合つて、意見交換をする中で、構

成員を送定し、la議体を立ち上

げることができた。

0第 1層 SCに地域包播ケア椎
進モデルハウス立ち上げを課題

として提示した。モデルハウス立

ち上げの過程で協議体構成員と

協力することにより、今後の取組

新潟市

蔦田市

柏崎市

合いのしくみを具現化させてし

ついて検討している。

差がある。

O構成員とどのように協力体制を築いていくかが
課題。

O構成員は既に地域で活動している方でかつ高
齢の方もいる。その中で、どこまで動けるかが課

題。

0地域性が異なる複数の地域で 圏ヽ域が構成さ
れているため、地

'寃

によつて温度差もあり、取組

内容に差が生じないか懸念がある。

O人事異動や役員
ることで、構成昌い茸

と
'一
Ⅲ…

雰囲気をどの

ても組織

、′れと虐「猛ョ義体

メージで書■
0フオーラムや
て、協議体

成を図った。ま,

は市長が行政&

より、当事業に,

姿勢を示し,役≧

0(第 1層 )メンバ‐

を実競している住|

もらい、多角的なむ
ている。

替蔀斑補0構報

,‐
"登
0じいυジと●宮が「会議
rSCと 委員の艇

るための実践班を

(啓発班、移動支援甕等)編成し

ミーが地域ケア会

ている。

なヽし
のつながりが薄い。共通の目的が

のノウハウ構築がない。
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ム

『生活支援コーディネーターの役割について学ぶ』
10:00～11:30 ①協議体の体制づくり (90分 )
12:30～14:00 ②ニーズと担い手の掘り起こし (90分 )
14:00～15:30 ③助け合いの創出 (スパイラル)(90分 )
※県内、県外、各地の良い事例、各地での課題をもとに意見交換しながら進行

子

子

ヵ

芳

珪

会長

理事

河 田 氏支え合いのしくみづくリアドバイザー

田
山

堀

鶴

《講師・アドバイザー》
公益財回法人さわやか福祉財団

′

1-1

【グループワークで選択していただくテーマ】

ステップ1「協議体の体制づくり」

第 1層、第 2層 のSCと 協議体構成員の役割、目標とは
また、住民に理解してもらうためにはどのような方法があるか

第 1層、第 2層 のSCは どのような関係か、どう連携していけば良いか
特に、第 2層の協議体構成員はどのような人で、どう選出すれば良いか
行政、包括、社協はじめ関係者、第 1層 SC、 第 2層 SC、 協議体P天弓係者などの
共通理解をもつ方法
まちづくり協議会など同様の目的を持つ他団体と協議体との協働のルールや方法とは
人口が少ない自治体では、第 1層 と第 2層 の分け方をどう考えれば良いか

1-2
1-3
1-4

1-5
1-6
1-7
1-8
1-9
1-1

1-1

1-生

:啓制づくりにおける大切な視点、配慮すべき視点とは
:事務局体制のあり方、 SCの拠点は
:行政内部にある関係部署の協力体制をどう築いていけば良い枕
0:地域ケア会議と協議体の関係は
1:協議体のモチベーションの維持はどうすれば良いか
2:住民主体の進め方は

9
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ステップ2「ニーズと担い手の掘り起こじど

2-1
2-2

ニーズと担い手の掘 り起こしの効果的な方法と整理方法

担い手の高齢化、いつも同じ人が担っているという問題がある、新たな担い手をつくり曲す

ためにはどのような方法があるか

全地区でニーズの掘 り起こしを行うのか、集落を限定するのか

これまで参加 してこなかった人を座談会にどう参加してもらい、どう支える側にまわっても

らえるか

「参加 してみたい」という人が出た時に、どうやって創出に結び付けられれば良いのか

個々の二十ズから地域課題を考えていく時に、個人情報やプライバシーの問題にどう対応

していけば良いか

住民に自分ごとと感じてもらい、やらされ感なく参加 してもらうにはどうしたら良いか

男性に参加してもらうにはどうすれば良いか

2-3
2-4

2-5:
2-6:

2-7
2-8

ステップ 3「助け合いの創出 (スパイラル)」

3-1
3-2
:助 け合いの必要性を理解してもらうためには、どのような伝え方をすれば良いか

:新たに立ち上げるにはどのように支援していけば良いのか、また、立ち上げた

団体や既存の団体を継続していくためには、どのような支援が必要か

:既存の活動を活かして助け合いを広げていくにはどうしたら良いか

:高齢者以外のニーズ (障害、児童等)へ の対応 tよ ?
:移動支援や買物支援はニーズがあるが、法的な制約や事故の問題をどうすれば

良いのか

:地縁組織の助け合い活動が活性化し、助け合い創出につながった事例を聞きたい

3-3
3-4
3-5

3-6
3-7
3-8
3-9
3-1

:そ もそも、助け合いでどこまでできるものなのか

:善意の習慣と有償ボランティアのはざまや整理の方法

:行政の柔軟性を持った後方支援のあり方とは

0:数字では表しにくい助け合いの広がりをどう把握するか
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す
△
口★編

し
共
話
で
で
表
Ｗ
発

割をステップ①～③
る課題を整理 しなが

目の前の具体的な課題をG
イディアが出され、さらに
法の引き出しが増える

で様々なア
とで解決方

→明日からの実践につながる具体的な情報を得ることがで
きる

。いつでも情報交換できるSCの仲間が県内にできる

難 暴 鶴 爛 牌 隅 用 陣 働

具体的な行動内容がF耳]けたので、
自分のところでもその情報をもと
にやれることが考えられる。

メンバー自身が"自分のこととし
て考えられる.か "今度確認が丞要
だと思いました。そとがうやむや

だと住民に伝わらない。

とても勉強になりました。今後も
お互いに情報交換しながら取り組
んでいきたいと思いました。

各地域でいろんな形で取り組んでいる
のを聞くことができ、とても参考にな

りました。"作 らなきゃ"と いう気持ち
が先走り、大事なことが抜けていたよ

うな気がします。それに気づかせてい

たださとても良かったです。
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最織毎季錢～事前の設間を現状の具体的な課題とし、GWで矢口恵を鶏し合う～

①第 2層のSC/協議体づくりについて

第 2層 SCは地域の助け合いのニーズをしっかり把握し、住民主体で助け合いをつくり出
すことを支援する役割です。そういう役害」を担う人として適切に「SC」 や「協議体メン
バーJを選ぶためにあなたが工夫していることがあれば紹介してください。また、そのよ
うな体制づくりにするために悩んでいることがあれば言己載してください。

② ワークショップ (ニーズと担い手の掘 り起こし)について
住民の二十ズと担い手を掘り起こすために小単位で住民ワークショップをすることが望
まれますが、あなたのまちではワークショップを開くことを検討していますか。開くとす
ればどのように計画しているかご紹介ください。また、開くにあたり悩みがあればF耳弓いて
ください。

③助け合いづくりについて

第 2層協議体ができれば、住民のニーズに応じ、例えば居場所、地縁関係での助け合い、
無償や有償ボランティア活動を創出すべく働きかけることになります。働きかけについて、
その方策で考えていることがあればご紹介ください。具体的な質問があれば記載してくだ
さい。

詈震疹鬱ゑ
10:30～ 12:00(90)
(1)第 2層の生活支援コーディネーターと協議体づくり
①講 義 :第 2層づくりのポイントなど さわやか福祉財団

・事例紹介  (対馬市)
②G Wi適切な第 2層の選出      さわやか福祉財団

会長 堀田 力

理事 鶴山芳子

13:00～ 16;30(210)
(2)ニ ーズと担い手の掘 り起こし(30)
①講 義 :ニーズと担い手の掘り起こしのポイントなど

・事例紹介  (新上五島町)
(3)助け合いづくり(180)
①講 義 :助け合いづくりのポイント

・事夕1「基幹型居場所」 (新潟市) ・GW
,事例「ナ也縁活動」 (佐々町)  ・GW
・事例「有償ボランティア」 (新潟県柏崎市) ・ GW
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性轟0立場で業感を広げてliく
■やらされ感程払拭じていく■

支え合いわしくみづくり

'ド

F:ギザ■
…河田一粋子I一 ―● I… …i… ■

Ⅲllどこか軽解激できる のこまないか ?

探すことで、ゃながり、Jl青幸駐共有 ネゝ:プトヮー々

121解決のため●薪じ帝・ゝ性経みづくりtとつながる

一．一一・．一一一．一一樹群
一一＝
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高齢社会 本オの宝庫

富な経験、染議を役立てたい

●2~入の役 i
す
・

‐ 立ちた好ゝとV jttllけヽ

こども、轟たちへ:あたたかい支え舎いぬ財産 :

こども、孫たちrゝ :人と入とのうながりの大切きの財

当事者視ど蕪があれぱ発議為。広があていく
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支え合いの仕組みづくりの実績と活動

河田珪子

平成元年、認知症の夫の親達の介護に当たるため、単身で大阪から新潟にも

どる。がんの予後外来に通院 しながら、当事者 として、介護専門職 としての立

場から「介護 しつつ自分の人生を大切にしたい。介護 される側の人生も大切にし

たい。そんなシステムを倉Uり たい。」と呼びかけ、何時も当事者視点から実践者

として、多くの人達と一緒に、支え合える仕組みを創 り続ける。また、その経

験と実践を元に、支え合いのしくみづくリア ドバイザーとして活動を続ける。

平成 2年  有償による市民相互の助け合い「まごころヘルプ」と「居場所」を
開始、

平成 5年  財団法人新潟市福祉公社設立に伴い自主事業として参画した。
平成 7年  安否確認 と毎 日夕食を届けるために、業者、下越婦人会館、郵便

局等を拠点に、退職後の男性 100人を中心に「まごころ夕食」開

始 (安否確認、食の安心、退職後の男性の活動とつながり)

平成 9年  山ニツ会館で個人として自治会や老人クラブと一緒に「地域の茶
の問」開始、その後、福祉公社まごころヘルプの自主事業として

貯金事務センター、万代シテイバスセンターでも開始

平成 12年  “断らない"を 目的にネットワーク「ごちゃまぜネット」を開始。
平成 15年～25年 新潟市東区粟山で、空き家を活用 した泊まることもできる常

設型地域の茶の間 「うちの実家」開始、バ リアのある家を活用し

ての公民館事業の介護実技講習、赤ちゃんからお年寄 りまで、障

がいの有無を問わず参加でき、誰をも、受身にしない居場所の確

立、小学校の子供の居場所、全国からの視察受け入れ

平成 19年～28年 異業種交流「夜の茶の間ネットワーク」
平成 20年 公民館で清水義晴氏と地縁づくりを目的に「ご近所談義」開始
平成 25年 石曲地区公民館で地域の茶の間「実家の茶の間」開始
平成 26年 新潟市から「うちの実家」の再現依頼を受け、市との協f壼力事業とし

て新潟市の地域包括ケア推進モデルハウス内で「実家の茶の間・紫

竹」を新潟市紫竹で開始、生活支援コーディネーター研修、各団体

の実習、研修受け入れ等も実施 している。

平成 28年  「地域の茶の間」の立ち上げ方と継続の方法、運営のノウハウを伝
える短期集中講座 「茶の間の学校」開始 (校長・清水義晴)

介護職員初任者研修、介護職員実務者研修、介護職員現任研修、実

践的な介護技術等講師、新潟県高齢者大学講師、江戸川人生総合大

学講師、委員会委員、団体理事、評議員を務める。
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賞

河田 珪子 (平成 29年度 )
支え合いのしくみづくリア ドバイザー

昭和 19年 新潟県新発田市生まれ
社会福祉主事任用資格 。介護福社士

任意団体 実家の茶の間世話人代表
新潟県高齢者保健福社推進協議会委員

新潟県生活支援体制整備ア ドバイザー

新潟県新しい地域支援事業人材育成検討会委員

新潟県生活支援体制整備推進ワーキング委員 (座長 )

新潟県社会福祉協議会総合企画部会委員

新潟県共同募金会配分委員会委員

新潟県高齢者大学副学長

新潟県高齢者大学運営委員会委員

新潟県社会教育委員会委員

新潟県社会福祉協議会支え合いのしくみづくリア ドバイザー

新潟市支え合いのしくみづくリア ドバイザー (嘱託 )

新潟市地域医療推進会議委員

公益財団法人さわやか福祉財団評議員

特定非営利活動法人長岡医療と福社の里ボランテイア連合会理事

介護労働安定センター新潟県支部 介護職員初任者・実務者研修他講師
社会福祉法人乙の園 みたけ保育園監事
新潟県弁護士会人権賞選考萎員

新潟県高齢者大学講師

江戸川総合人生大学講師

新潟県弁護士会人権賞

国際プロプチミスト女性栄誉賞

がんばる女性の頑張れ支援事業奨励賞

第 1回 「21世紀への道標賞」
ワンダフル・サー ドエイジ2005受 賞
平成 19年度地域づくり総務大臣表彰 (個人表彰)
エイボン女性年度賞2014
第 4回健康寿命を延ばそう !ア ワー ド 団体賞 (実家の茶の間)
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<第二音「 パネルデイスカツション>

パネリストフ
°
ロフィール

金子 直史 氏  埼玉県 福祉部 地域包括ケア課 課長
昭和 38年 9月 12日生まれ54歳。埼玉県川口市出身。
昭和 62年 4月に埼玉県軸員に奉職。以降、子育て支援課、高齢介護課、志木市健康福祉部長
な陸 歴任し、平成 26年 4月に福祉政策課政策幹に就任。
平成 2フ 年 4月から現職。

清水 肇子 氏  公益財団法人さわやか福祉財団 理事長
さわやか福祉推進センター (現公益財団法人さわやか福祉財国)倉」立時から参加。情報誌『さぁ、言
おう』編集長、常務理事事務局長を経て、平成26年 フ月同財団理事長に就任。超高齢社会、成熟
社会において、誰もがいきいきと輝ける新しいふれあい社会の構築を目子旨して、全国での仕組みづくりを
強力に実践中。生活支援コーディネーター指導者養成事業他厚生労働省関係委員会委員、内閣府
政策コメンテーター、国立研究開発法人科学技術振興機構社会技術研究開発センター主監、他

諏訪 徹 氏   日本大学 文理学部社会福祉学科 教授
1988年 全国社会福祉協議会。2008年退職。
2008年 厚生労働省社会・援護局社会福祉専門官。2013年退職。
2013年 4月 日本大学文理学部社会福祉学科教授。
研究分里訂よ社会福祉学。

中沢 豊 氏   松戸市 福祉長寿部 介護制度改革課 課長
2015年制度改正に合わせ、組織を新設、担当となり、第 1層 SCを兼任している。訪問型サービス
A・ B・ Dを運動させた元気応援サービス、高齢者を応援する団体を公募する元気応援キャンペーシ、
都市で活動場所不足を解消するため活動場所の公募、高齢者の住民活動を支援する元気応援ほけ
ん、産学宮が連携する「住民主体の都市型介護予防モデル

〃
松戸プロジェクト

〃
」、高齢者サフサイト「ま

つどDEいきいき高齢者」などユニークな発想を事業化している。

松 岡 武司 氏  倉敷市 第 1層生活支援コーディネーター、
社会福祉法人倉敷市社会福祉協議会

B召利53生まれ。大分県宇佐市出身。吉備国際大学社会福祉学部卒業後、船穂町社会福祉協議
会に入社。
社協が実施するデイサービスセンター相談員業務及び、地域福祉事業に従事する。平成17年に市町
村合併に伴い、倉敷市社会福祉協議会へ入社。日常生活自立支援事業の専門員業務、総務課で
の動務を経て、昨年度より生活支援]―ディネーターを担当。地域住民・関係機関とともに、地域の「手
づくりの福祉活動」の推進を目指す。

目崎 智恵子 氏 高山奇市 第1層生活支援コーディネーター
H2フ年9月 、生透支援体制整備事業着手当時から、住民勉強会準備 ,実施、関係者や地域住民
との調整 ,関係性づくり、協議体立ち上げに至るまで、3年計画におtヽて常に現場に入り取り組んできた。
平成28年4月 、高崎市より第 1層生活支援コーディネーターを委嘱され、同時に市民の提言を施策ヘ
反映させるため、介護保険運営協議会委員としても活動中。認定NPO法人職員として居場所・配
食・ロカけ合い活動等の事業立ち上げを行って来た。

<オブザーパー>
厚生労働省 老健局 振興課

<進4子>
齊木 大 株式会社日本総合研究所 シエアスペシヤリスト
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第二部 パネルデイスカッション

生活支援体制整備の推進に向けた
″
問い
″

1[現場が直函してしれる課題は何か?

。「動き始めた現場」における、生活支援コーディネーター、自治体がそれぞれ直面してい

る悩みはイ可か ?

。これから立ち上t%ならどう工夫すべきか ?

。現場の悩みを角早決し、活動を推進していくためにイ可をすべきか ?

・ イ子正文力Ⅳやらない方が良いこと
″
はイ可か?

o立ち上げ段階、現場が動き始めた段階の各段階で、イ可が期待されるか?

。推進チームを作つていくために、イ可ができるか?

2「 行政がやるべきこと/やらない方が良いことは何か?

3ぃ 都道府果等辮 るべきことは何か ?
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市町村支援の実施状況 ※本事業で実施した都道府県アンケート調査結果より(n=41)

【今年度 (平成29年度)の実施状況】

(ア〕市町村を対象とした実態アンケートヒアリング調査

(イ )都道府県単位での地域課題・資源に関する調査の実施と市町村単位の

フィードバック

(ウ)都道府県職員ltよる訪問・助言

00/。 20。/。 400/0 60。/。 800/。 100。/O

2.40/O

4.90/O

2.40/O

(工)相談窓口の設置

(オ )体制整備事業の手順や指標を示した日―ドマツ光是示

(力 )都道府県による支援の日―ド秒漿 示

(キ)アドバイザーの派遣 (榔勘荷県職員を除く)

(ク)的プセミナーの実施 (首長、管理職向け)

(ケ)専 P号職団体や関係機関との連携の促進

(])市町村間の連携の促進

7,30/O

7.30/0 7.30/O

7.30/O 4.90/O

2.40/O

7.3。/O

2.40/O

2.40/O

出所 :生活支援体制整備事業にかかる市町村支援に関する者F週有県アンケート調査 (株式会社日本総合研究所 )

1

85.40/O 12.20/O

29.30/O 65,90/O

65,90/O 2,40/。 29.30/O

48,80/o 41.SO/02.40/O

8540/。

87.80/0

51.20/O 43.90/02.40/O

14,60/O 78.0。/。

56.10/O 41.5。/。

707。/。 26.30/O

И自部署が実施している □他部署が実施している 口実施していない □無回答

市町村支援の実施状況② ※本事業で実施した都道府県アンケート調査結果より(n=41)

【今年度 (平成29年度)の実施状況】 0。/O 200/。 400/0 600/O 800/。 1000/O

(サ)広報ッールの雛形の提示 2.40/O フ,30/0

(シ)住民向けセミナーやシンポジウムの実施

(ス)モカレ事業・補助事業の実施

(セ )体制整備事業に関するマニユアル等の整備

(ソ)市町村職員や生活支援ヨーディネーターの連絡会議のF弄弓催

(夕 )現地視察の実施・調整

(チ )情報誌の発行

(ツ)国や地方厚生局・支局等が提供する1青報 (全国の事例等)の展開

(テ)市町村職員向け研修の実施

(卜)生活支援コーディネーター初任者向け研修の実施

(ナ )生活支援]―ディネーター向けフォロー乃 プ研修の実施

4.90/O

2.40/0

7.30/0

4.90/O

7.30/O

4.90/。

490/。

2.40/O
2.40/O

12.20/c

記所 ,生活支援体制整備事業にかかる市町村支援に関する雪[道府県アンケート調査 (株式会社日本総ロヘ巧Я究所 )

2.40/O 87.30/O

390。/O 4.90/。 51,20/0

26,8。/O 2.40/。 68.30/O

9,80/。 82.90/。

68.30/O 2.40/0 29,30/。

26.80/O 2.40/0 65,90/。

9.80/。 82.90/c

80,50/。 14.60/O

85,40/O 14.60/O

95.10/。

82.90/c

□他部署が実施している 囲実施していない □無回答%自部署が実施している
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